
 
 

 

一 

 
 

 

平
成
八
年
度
の
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
等
に
つ
い
て
の
所
得
税
及
び
法
人
税
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
案 

 

（
所
得
税
の
特
例
） 

第
一
条 
個
人
が
、
政
府
又
は
全
国
の
区
域
を
地
区
と
す
る
農
業
協
同
組
合
連
合
会
か
ら
平
成
八
年
度
の
新
生
産
調
整
推
進
助

成
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
場
合
及
び
農
業
協
同
組
合
又
は
主
要
食
糧
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六

年
法
律
第
百
十
三
号
）
第
三
条
第
九
項
に
規
定
す
る
第
一
種
登
録
出
荷
取
扱
業
者
（
以
下
「
農
業
協
同
組
合
等
」
と
い

う
。
）
か
ら
平
成
八
年
度
の
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域
調
整
推
進
事
業
（
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域
調
整
推
進
事
業
費

補
助
金
の
交
付
を
受
け
て
行
わ
れ
る
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
基
づ
く
補
償
金
の
交
付
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該

個
人
の
平
成
八
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
の
金
額
及
び
そ
の
交
付

を
受
け
た
補
償
金
の
金
額
の
う
ち
当
該
個
人
に
係
る
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域
調
整
推
進
事
業
費
補
助
金
の
金
額
に
相
当

す
る
金
額
と
し
て
大
蔵
省
令
で
定
め
る
金
額
の
合
計
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
補
助
金
等
の
金
額
」
と
い
う
。
）
は
、

所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
時
所
得
に
係
る
収
入
金
額
と
み
な
し
、

か
つ
、
そ
の
交
付
の
基
因
と
な
っ
た
農
地
に
係
る
損
失
又
は
費
用
と
し
て
大
蔵
省
令
で
定
め
る
も
の
の
額
は
、
そ
の
交
付
を

受
け
た
補
助
金
等
の
金
額
を
超
え
る
部
分
の
金
額
を
除
き
、
当
該
一
時
所
得
に
係
る
同
条
第
二
項
の
支
出
し
た
金
額
と
み
な



 

 
 

 

二 

す
。 

 

（
法
人
税
の
特
例
） 

第
二
条 
農
地
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
二
十
九
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
農
業
生
産
法
人
で
、
政
府
又
は
全

国
の
区
域
を
地
区
と
す
る
農
業
協
同
組
合
連
合
会
か
ら
平
成
八
年
度
の
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
も

の
及
び
農
業
協
同
組
合
等
か
ら
平
成
八
年
度
の
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域
調
整
推
進
事
業
に
基
づ
く
補
償
金
の
交
付
を
受

け
た
も
の
が
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
お
い
て
そ
の
受
け
た
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
の
金
額

及
び
そ
の
受
け
た
補
償
金
の
金
額
の
う
ち
当
該
法
人
に
係
る
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域
調
整
推
進
事
業
費
補
助
金
の
金
額

に
相
当
す
る
金
額
と
し
て
大
蔵
省
令
で
定
め
る
金
額
の
合
計
額
（
次
項
に
お
い
て
「
補
助
金
等
の
金
額
」
と
い
う
。
）
を

も
っ
て
固
定
資
産
の
取
得
又
は
改
良
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
固
定
資
産
に
つ
き
、
そ
の
取
得
又
は
改
良
に
充
て
た
金

額
の
範
囲
内
で
そ
の
帳
簿
価
額
を
損
金
経
理
に
よ
り
減
額
し
、
又
は
当
該
金
額
以
下
の
金
額
を
政
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り

経
理
し
た
と
き
に
お
け
る
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
政
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
減
額
し
又
は
経
理
し
た
金
額
に
相
当
す
る
金
額
は
、
当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、
損
金

の
額
に
算
入
す
る
。 



 
 

 

三 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
同
項
の
農
業
生
産
法
人
が
、
同
項
の
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
及
び
新
生
産
調
整
推
進
対
策
地
域

調
整
推
進
事
業
に
基
づ
く
補
助
金
の
交
付
を
受
け
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
開
始
の
日
か
ら
そ
の
交
付
を
受

け
た
日
以
後
二
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
期
間
内
に
、
そ
の
受
け
た
補
助
金
等
の
金
額
を
も
っ
て
固
定
資
産
の
取
得
又
は
改

良
を
し
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

      





 
 

 

五 

 
 
 
 
 

理 

由 

 

平
成
八
年
度
に
政
府
等
か
ら
交
付
さ
れ
る
新
生
産
調
整
推
進
助
成
補
助
金
等
に
つ
い
て
、
個
人
に
つ
い
て
は
こ
れ
を
一
時
所

得
に
係
る
収
入
金
額
と
し
、
法
人
に
つ
い
て
は
圧
縮
記
帳
の
特
例
を
設
け
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
負
担
を
軽
減
す
る

必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 





 
 

 

七 

 
 

 

本
案
施
行
に
要
す
る
経
費 

 

本
案
施
行
に
よ
る
減
収
見
込
額
は
、
約
五
億
円
で
あ
る
。 


